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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】

　

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第144期

第３四半期
連結累計期間

第145期
第３四半期
連結累計期間

第144期

会計期間

自 平成27年
   ４月１日
至 平成27年
   12月31日

自 平成28年
   ４月１日
至 平成28年
   12月31日

自 平成27年
   ４月１日
至 平成28年
   ３月31日

営業収益 (百万円) 27,779 29,314 37,344

経常利益 (百万円) 5,981 7,099 7,985

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,876 4,816 5,276

四半期包括利益
又は包括利益

(百万円) 3,941 5,301 3,776

純資産額 (百万円) 144,451 147,837 144,286

総資産額 (百万円) 353,525 346,565 351,810

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 33.23 41.30 45.24

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.43 42.20 40.58
 

 

回次
第144期

第３四半期
連結会計期間

第145期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自 平成27年
   10月１日
至 平成27年
   12月31日

自 平成28年
   10月１日
至 平成28年
   12月31日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 11.99 16.45
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

　また、当第３四半期連結会計期間において、西日本綜合設備株式会社の株式を新たに取得したため、同社を連結の

範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、英国のＥＵ離脱問題や米国新政権の政策運営の影響など国際情勢の

先行きの不透明感が高まったものの、雇用・所得環境の改善が続くなど各種経済政策の効果により、緩やかな回復

基調で推移いたしました。

　オフィスビル業界におきましては、東京・大阪各ビジネス地区の空室率は引き続き改善傾向で推移し、東京では

小幅ながら賃料水準も上昇基調で推移するなど、比較的堅調な状況が続きました。

こうした状況の下で、当第３四半期連結累計期間の業績は、営業収益は29,314百万円と前年同四半期に比べ

1,535百万円（5.5％）の増収、営業利益は8,098百万円と1,328百万円（19.6％）の増益となりました。

営業外損益では、金融収支が改善した一方、為替差損が増加等いたしましたが、経常利益は7,099百万円と1,117

百万円（18.7％）の増益となりました。

特別損益につきましては、当第３四半期連結累計期間は特別利益として投資有価証券売却益24百万円、特別損失

として固定資産除却損５百万円を計上いたしました。一方、前年同四半期は特別損失として固定資産除却損10百万

円を計上いたしました。

この結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は4,816百万円と940百万円（24.3％）の増益となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 土地建物賃貸事業

連結売上高の77.1％を占める当セグメントでは、「新ダイビル」の収益寄与等により、売上高は22,583百万円と

1,383百万円（6.5％）の増収となりました。費用面では、「新ダイビル」の固定資産税負担が新たに発生等いたし

ましたが、営業利益は8,670百万円と1,661百万円（23.7％）の増益となりました。

② ビル管理事業

連結売上高の21.8％を占める当セグメントでは、新規受託物件の受注等により、売上高は6,396百万円と244百万

円（4.0％）の増収となりましたが、営業利益は392百万円と149百万円（27.6％）の減益となりました。

③ その他

連結売上高の1.1％を占める当セグメントでは、テナント入居に伴う工事管理料および工事請負高が減少したこ

と等により、売上高は334百万円と93百万円（21.7％）の減収となり、営業利益は143百万円と38百万円（20.9％）

の減益となりました。

　

(注) １　セグメント別の業績の売上高については、セグメント間の内部取引を含んでおりません。

２　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事請負、工事管理、不動産

仲介等を含んでおります。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて5,245百万円減少し、346,565百万円

となりました。流動資産は、現金及び預金の減少等により、前連結会計年度末に比べ1,164百万円減少し、6,918百

万円となりました。固定資産は、前連結会計年度末に比べ4,081百万円減少し、339,646百万円となりました。これ

は主として、株価の回復等により投資有価証券が増加したものの、減価償却等に伴う建物及び構築物の減少および

その他の無形固定資産の減少等により、差引で減少したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて8,796百万円減少し、198,727百万円と

なりました。流動負債は、１年内償還予定の社債およびその他の流動負債の減少等により、前連結会計年度末に比

べ17,123百万円減少し、13,917百万円となりました。固定負債は、前連結会計年度末に比べ8,326百万円増加し、

184,810百万円となりました。これは主として、長期借入金が減少したものの、社債、受入敷金保証金および繰延

税金負債が増加したこと等により、差引で増加したことによるものであります。なお、有利子負債の合計額は、前

連結会計年度末に比べて7,432百万円減少し、150,010百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、為替換算調整勘定は減少いたしましたが、利益剰余金およびそ

の他有価証券評価差額金が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べて3,551百万円増加し、147,837百万円

となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 116,851,049 116,851,049
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。
単元株式数は100株でありま
す。

計 116,851,049 116,851,049 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年12月31日 ― 116,851,049 ― 12,227 ― 13,850
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が把握できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成28年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 222,900
 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

116,580,200
1,165,802 同上

単元未満株式 普通株式 47,949
 

― 同上

発行済株式総数 116,851,049 ― ―

総株主の議決権 ― 1,165,802 ―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,500株（議決権55個）

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式94株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）
ダイビル㈱

大阪市北区中之島
三丁目６番32号

222,900 ― 222,900 0.19

計 ― 222,900 ― 222,900 0.19
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

 

 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,230 5,280

  営業未収入金 960 992

  たな卸資産 57 53

  繰延税金資産 195 140

  その他 645 456

  貸倒引当金 △7 △6

  流動資産合計 8,082 6,918

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 117,146 112,293

   土地 157,071 157,149

   信託土地 31,231 31,231

   建設仮勘定 56 173

   その他（純額） 505 445

   有形固定資産合計 306,011 301,294

  無形固定資産   

   のれん 2,335 1,863

   その他 14,241 11,719

   無形固定資産合計 16,577 13,582

  投資その他の資産   

   投資有価証券 18,870 22,529

   繰延税金資産 104 127

   その他 2,195 2,144

   貸倒引当金 △31 △31

   投資その他の資産合計 21,139 24,770

  固定資産合計 343,728 339,646

 資産合計 351,810 346,565
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  1年内返済予定の長期借入金 7,770 8,130

  1年内償還予定の社債 15,000 －

  未払法人税等 898 1,123

  役員賞与引当金 41 －

  その他 7,330 4,664

  流動負債合計 31,041 13,917

 固定負債   

  社債 70,000 80,000

  長期借入金 64,672 61,880

  受入敷金保証金 25,273 25,557

  繰延税金負債 7,134 7,999

  再評価に係る繰延税金負債 8,024 8,024

  役員退職慰労引当金 53 44

  退職給付に係る負債 772 804

  その他 552 499

  固定負債合計 176,483 184,810

 負債合計 207,524 198,727

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 12,227 12,227

  資本剰余金 13,852 13,852

  利益剰余金 92,353 95,419

  自己株式 △146 △146

  株主資本合計 118,287 121,354

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 9,119 11,788

  繰延ヘッジ損益 △26 △17

  土地再評価差額金 12,193 12,193

  為替換算調整勘定 3,193 933

  その他の包括利益累計額合計 24,479 24,897

 非支配株主持分 1,518 1,585

 純資産合計 144,286 147,837

負債純資産合計 351,810 346,565
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

営業収益 27,779 29,314

営業原価 18,622 18,595

営業総利益 9,156 10,718

販売費及び一般管理費 2,386 2,620

営業利益 6,770 8,098

営業外収益   

 受取利息 37 24

 受取配当金 494 516

 その他 25 21

 営業外収益合計 557 562

営業外費用   

 支払利息 1,138 976

 為替差損 193 503

 その他 14 81

 営業外費用合計 1,346 1,561

経常利益 5,981 7,099

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 24

 特別利益合計 - 24

特別損失   

 固定資産除却損 10 5

 特別損失合計 10 5

税金等調整前四半期純利益 5,970 7,119

法人税、住民税及び事業税 1,659 2,095

法人税等調整額 328 140

法人税等合計 1,987 2,236

四半期純利益 3,983 4,883

非支配株主に帰属する四半期純利益 107 66

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,876 4,816
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 3,983 4,883

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 266 2,669

 繰延ヘッジ損益 △36 8

 土地再評価差額金 - 0

 為替換算調整勘定 △272 △2,260

 その他の包括利益合計 △42 418

四半期包括利益 3,941 5,301

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,833 5,235

 非支配株主に係る四半期包括利益 107 66
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第３四半期連結会計期間において、西日本綜合設備株式会社の株式を新たに取得したため、同社を連結の範囲

に含めております。
　

（会計方針の変更等）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

　
（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。
　

（追加情報）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。
 

　
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん償却額は、次のと

おりであります。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 5,856百万円  5,487百万円

のれん償却額 127百万円  121百万円
 

　
（株主資本等関係）

　前第３四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日)
　
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 816 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年10月28日
取締役会

普通株式 816 7.00 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
 

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
　
　当第３四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)
　
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 816 7.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年10月27日
取締役会

普通株式 933 8.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金
 

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ダイビル株式会社(E03861)

四半期報告書

12/16



 

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）土地建物

賃貸事業
ビル

管理事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 21,200 6,151 27,351 427 27,779 ― 27,779

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

77 1,630 1,707 ― 1,707 △1,707 ―

計 21,277 7,781 29,059 427 29,487 △1,707 27,779

セグメント利益 7,008 541 7,550 181 7,731 △961 6,770
 

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事請負、工事管理、不動産

仲介等を含んでおります。

 ２　セグメント利益の調整額△961百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△968百万円等であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の本社人事総務部門等管理部門に係る費用で

あります。

 ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）土地建物

賃貸事業
ビル

管理事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 22,583 6,396 28,979 334 29,314 ― 29,314

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

78 1,670 1,749 ― 1,749 △1,749 ―

計 22,661 8,067 30,728 334 31,063 △1,749 29,314

セグメント利益 8,670 392 9,062 143 9,205 △1,107 8,098
 

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事請負、工事管理、不動産

仲介等を含んでおります。

 ２　セグメント利益の調整額△1,107百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,113百万円等

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の本社人事総務部門等管理部門に係る費

用であります。

 ３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更して

おります。

この変更によるセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

重要性が乏しいため注記を省略しております。　

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 33円23銭 41円30銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額 (百万円) 3,876 4,816

   普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額 (百万円)

3,876 4,816

    普通株式の期中平均株式数 (千株) 116,628 116,628
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 

２ 【その他】

平成28年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1) 中間配当による配当金の総額 933百万円

(2) １株当たりの金額  ８円00銭

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月５日
 

（注）　平成28年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月13日

ダイビル株式会社

取締役会　御中

 

　有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   洪　　　　　性 　 禎   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   三　　宅 　　　　潔 　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイビル株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイビル株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ .上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ .XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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